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　小論では下山房雄氏著「日本賃金学説史」ぐ日本評論社, 1966年）の後篇「戦後賃金理論の新展開」
のうち，主として第２章「商品価値法則と賃金構造」，第３章「同一労働同―賃金の理論と闘争」
にあらわれた年功（序列）賃金と労働力の価値にかんする理論に批判をくわえることにした．
　戦後のわが国の賃金論争のなかで，いわゆる「労働の価格」法則について，ひとびとは舟橋尚道
氏の理論を批判することに専念し，その運動そのものの究明をおこたる傾向を生じたこと，そのた
めに現実の賃金の分析にあたって具体的有用労働の種類にはじまる一連の要因によって安易に労働
市場を細分する傾向を生じたこと，が二つの不幸として銘記されねばならない．
　下山氏の説はこれらの傾向をふみ，その結果，労働力の価値を常識上の「一物一価」におきかえ
ているだけでなく，賃金勢力説に転化している．
　労働力の価値と年功賃金との関係をあぎらかにしながら，下山氏の説を検討したい.･
-
　下山氏は，「同一有用労働群内部」で「年令の上昇に従って技能の増大があるような職種（た･とえ
ば機械土･修理工）」（208頁）をとりあげ，つぎのＳ１図をえがく．
　図ではＸ軸が年令，Ｙ軸が労働力の「価値
量」をしめし，Ａ線が技能の上昇を意味して
いる．そうして「各年令層の労働力価値はＢ
線で示されたごときものであり，各年令層の
平均的再生産費を示したＣ線とは必ずしも一
致しない」（208頁）という．
　この図の特長は職種の内部に複数の労働力
の価値が存在することである．それは氏によ
れば,てこの場合，同一有用労働群内部では．
技能差の労働の支出差・労働力の使用価値差
（生産手段の条件がひとしければ創造する価値の大
小）に応じて労働力の価値差がある」（208頁）
からである．
　氏はまたつぎのようにものべている．すな
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わち。ここでは「同種労働の内部で熟練度別（技能別）-の労働市場＝労働力価値群を考える」･ので
はなくて，「同―有用労働群（内部で相互に流動可能なグループ）内での習熟差＝技能差は，単一市場
内での価値差と考えるべきであろう。しかしこの群内での競争が差別づけられ，不完全になり単位
使用価値量当りの賃金がちがういくつかのグループに分裂していったときは，価格決定機構の分裂
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と同時並行的に労働市場＝労働力価値の分化・複層化か進行してゆくと考えるべきである」(182頁）
と.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　･,1
　氏の見解では，特ご定職種のなかで熟練反別の賃金格差がうまれるのはつぎの二つの事情のいずれ
かによる．その一は，その職種の単一の労働市場に成立する複数の労働九の価値のあいだに差があ
るばあい，その二は，その職種内の熟練皮別の複数の労働市場で成立する複数の労働力の価値のあ
いだに差かおるはあい，である．ここでは前者のはあいが論じられることになる．
　職極内でこのような二つのはあいを想定するにいたるのは，いわゆる労働の価格法則についての
氏の理解が不充分なためである.　　　　　　　　　　　　I ’
　その法則は労働力の価値の労働の価格への転化にはじま｀る一連の理論的内容をもつのであるが，
ここではそのもっとも現象的な面，すなわち労働支出と賃金の変動について考えてみたい．
　労働の価格にかんする「資本論」の叙述では労働力の完全競争という一般条件はいぜんとして設
定されてはいるか，しかし完全競争のなかでの過渡的現象として，労働力移勁の相対的制限という
条件を無視してはその迎動をあきらかにすることはできない．　　　＼
　労働時間を例にとろう．　　　　　　　　　　　　　　つつ
　労働市場で成立する労働力の価値に対応して標準労働日かおる，しかし労働時間には変動の余地
かおる．いま賃金の変動なしに長時間労働がもとめられるとき，労働者が標準労働日をまもること
もあれば，失業をおそれ七長時間労働にろっり，標準労働日そのものか延長されることもある．い
ずれのはあいにあっても労働力の移勁は自由であり，そゐために労働時間の変勁は瞬間的にしかみ
られない．
　この瞬間的なはずの労働時間の延長か長期化し，固定化し，標準労働日とそれをこえる労働時間
が共存しうるのは，ごく小さな個人の事情や生産上の諸条件，労働組合の圧力，法定標準労働日の
存在などによって，長峙間労働への労働力の自由な移動が相対的に制限されるからである．
　いうまでもなく少数の労働者の長時間労働にたいして高い賃金額（それは必らずしも労働力の価値以
上の賃金とはいえない）がうまれるのは労働支出の増大による労働力の個別価値の増大のためである．
そうしてかれらが供する超過利潤が時間外賃金の源資となる．
　時間外労働にたいする賃金は標準賃率より大きくなければならず，そのために一般に割増し賃金
の形をとり，それは資本家に長時間労働をさけさせる効果をもつであろう．
　しかし，この割増し賃金は，長時間労働への移行が可能であるという一般条件のうえにうまれ
る，労働力の移動の相対的制限を，可能なかぎり労働者に克服させるのにやくだつのである．こう
して割増し賃金は標準労働日そのものの延長にやくだつことになるが，このばあい，かって少数の
労働者か時間外労働によって供した超過利潤が消滅するのでその源資は消滅し，労働力の価値の大
いさが不変であれば，賃金はもとの水準にもどることさえある．
　ところで片側外賃金は現実にはゼロから標準賃率の何倍というふう,にかなりの巾をもつか，それ
は時間外労薇にたいする需給関係と標準労働にたいするそれとのあいだに，ちがいかあるからであ
る．すでに標準労働という大量の労働については取引きが成立しているので，時間外労働にたいし
ては相対的に特殊な需給関係かはたらく．もし買手が圧倒的につよければ時間外労働はオマケにな
り，売手がつよければかなりの割増し賃金がえられるであろうが，･この相対的に独自な需給関係は
もちろん，別個の労働市場を形成するものではない．これらの事情も労働力移動の相対的制限の程
度を条件として生ずるのである．
　したがってその制限が異常に大きければ低賃金長時間労働すらも実現可能である．
　しかし一般的には標準労働日にたいして労働力の価値，それをこえる労働日にたいしては労働力
の価値をこえる賃金額がうまれる．　　　　　　　’　≒
　上にのべたことは職極内の「技能差」にも適用できる．すなわち，それによる賃金格差の発生は
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単一の労働市場のなかで単一の労働力の価値が成立する｀ことを一般的に前提としており，技能上昇
をさまたげる条件かおるため，「技能差」と賃金格差が固定化する．この賃金格差は技能上昇をさ
またげる諸事情を可能なかぎり労働者に克服せしめる効果をもつので，その職種の熟練の標準度を
たかめることになるご……しこ,･j.
　職種内の「技能差」による賃金格差にかんして，下山氏のごとく二つのばあいを想定しなければ
ならぬ論理的必然性は存しないのである．
　なお，特定の企業の生産設備がすぐれているようなばあい，そこでの労働支出や労働力の個別価
値が平均企業のそれとおなじであっても，その労働はより高度な複雑労働に転化する．労働力移動
の相対的制限はその企業で高い賃金が支払われることを可能にする．天性すぐれた労働者について
は，労働力の個別的再生産費が平均労働者とおなじであっても，労働支出がちかってくるため高い
賃金が支払われる．これらは労働の価格法則の派生的現象とみなされよう．
　労働の価格は労働力の価値から出発し，労働力移動の相対的制限を条件として，おなじ労働にた
いしておなじ賃金，異なる労働にたいして異なる’賃金をもたらすという現象面での迎動をとおし
て，労働力移勁の相対的制限をのりこえるよう労働者を刺激し，結果として労働の標準度をたか
め，賃金の統一をもたらす．労働の標準度が量的に異常に高められるならば，その統―賃金は労働
力の価値を下まわるものとなろう．
　しかし，下山氏はつぎのようにいう．「……同種労働内部の問題でいえば，資本家の差別政策が
阻止されるかぎりで賃金は抽象的には使用価値量に応じて支払われると考えてよい．しかしこれを
特に『労働の価格法則』として構成するのは疑問に思える．同種の労働力商品相互の使用価値量が
相互にくらべ得るのと同様に，同種の商品相互の使用価値量をくらべるととは可能である．２トン
の鉄は１トンの鉄の２倍の使用価値をもち，12着の上衣は３着の上衣の４倍の価値をもつのであ
る．そうして価格は（住i値も／）この使用価値量の比に対応している．労働力商品も同種労働内部で
はこれとまったく同じで，12時間の労働をなす１個の労働力商品は６時間の労働をなす１個の労働
力商品の２倍の使用価値量をもち，したがって価格も２倍で価値も２倍である.「資本論」では一
人一人の労働者の担う労働力価値は相互に等しいとされているが，これは競争か事実労働者相互の
能力の差（労働力商品の使用価値の差）をゼロにした世界のうえで理論がたてられているからである．
労働者相互間に労働の差があるときはそれぞれの担う労働力商品の価値量もちがう．もちろんこの
相互に異なる労働力価値は個別佃i値ではない．というのは個々人の労働者の再生産費がそのままそ
の個人の担う労働力価値となるのではなく，その特定有用労働力群の再生産費の総和が，個々の労
働力商品の使用価値量に応じて配分されるかたちで個々の労働力価値がきまるとしているからであ
る」（200－201頁）と．
　まず，現実には同一労働同一賃金の原則といっても複郊な内容をもつが，このばあいには，賃金
が「使用価値に応じて支払われる」ことが「資本家の差別政策」なのである．下山氏によれば「同
一労働同一賃金の要求は剰余価値率の均等化を行なって搾取度を緩和しようとするものである」
　(212頁）が，このばあいは「剰余価値率の均等化」をつうじて「搾取度」がつよめられるのである．
まさに，「労働組合は団結をかため供給独占度をたかめて賃金上昇をはかるというのが第一義的な
追求目標であり，これと離反するかたちで同一労働同―賃金をとりあげるならば，労働組合として
もっとも大事な仕事をすてたことになる.」(213頁）
　そうして「個々人の労働者の再生産費がそのままその個人の担う労働力価値となるのではなく」，
それは労働力の個別価値になるのである．
　砂糖の例にいたっては氏のもっともきらう「算術」でしかなく，労働の価格の迎動についての理
解がこの程度であれば，当然,複数の労働力の価値の設定にたちいたらざるをえなかったであろう，
としか，いいようがない．
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　ｊＳＩ図Ｋもどろう．
　氏はこのばあい単一の労働市場を想定しているのであるがら，労働力の価値をしめすＢ線はＸ軸
に平行でなければならぬ．年令（というよりも技能）とともに上昇する賃金をしめす線は，下山氏に
は不必要であろう（ここですでに賃金すなわち労働力の価値という考えかあらわれている）が，抽象的には
労働力の価値以上にえかかれることになる．なぜなら，一般に標準熟練は最低熟練であり，それに
対応して標準賃率すなわち職種の最低賃率があるからであ,る．
　ただし，入職後の見習い期間に標準以下の賃金か支払われることがあり，またテーラー・システ
ム’のばあいなどにみられるように，標準作業量の設定時にそれか最低を意味しないこともある．こ
れらのばあいには賃金をしめす線は，労働力の価値をしめす線とまじわるであろう／
　しかも下山氏は需給関係による労働力の価値の変化をＢへ　Ｂ″線としてえがいているか，これら
は労働力の価値ではなく賃金をしめすはずである．氏もいうように「市場できまるのは価値ではな
く価格である」（65頁）し，「競争は価格の変動を規定はするが，価格水準そのものを規定しはしな
い.」(185頁）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･ I一
　氏はまた，「年令上昇にしたがって技能の伸長がみられない職種（たとえば運転手･土工）」につい
てノつぎのＳ２図をえかく．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とこでは労働力の価値をしめすＢ線がχ軸
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に平行しているか，これは「同一有用労働群
内部」で「技能の伸長」がみられないため，
例の複数の価値が成立しないからである．
　Ｂ線の形そのものに異論はないが，それの
発生の理由はあきらかにまちかっている．
　づいでに，職種内で技能差によって複数の
労働市場，複数の労働力の価値かうまれると
いう下山氏の想定にもふれておきたい．
　氏ばいう．労働力は「特定の具体的有用労
働をなす能力をもつ労働力として存在するの
である．したがって商品体としての使用価値
は具体的有用労働の差に応じて差別づけられ
る．ここではさしあたり具体的有用労働群に
応じて市場が形成され，価値法則はその市場内部と各市場相互の競争を通じてあらわれる」(189頁）
と．
　しかし生産方法の改善進歩は具体的労働の種類を増大書,せはするが，同時に多くの労働が簡単労
働になるため，特殊な職種をのぞいて，一般に職種のわくをこえて簡単労働市場は拡大する．そこ
では個々の職種のわくを度外視して，賃金を簡単労働力の価値と労働の価格の迎動によって解明す
るのか正しい方法といえよう．
　複部労働職種については職種別労働力の市場価値の成立を想定するのか妥当な方法であるが，し
かし入職時の資格条件が簡単労働なみである，低度の複雑労働職種にかんしては，あえてそこでの
労働力の価値の成立をみとめるよりは，むしろ労働の価格の理論を適用して解明する方がよいかも
しれない．
　このように社会で成立する労働市場一般を安易に具体的労働の種類によって分割すること自体が
理論的に正しい方法であるとはいえないのであって，まして特定職種のなかで技能差による複数の
労働市場を想定するようなことは，さけられねばならない．
　もちろん,氏は「労働市場相互はたがいに越えがたい断層をなしているわけではない」（190頁）と
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強調し，「総体としての労働市場一般ないし労働力価値一般を構成することは事態適応的であるこ
とを理解」(191頁）するが，労働市場の上述のような細分は「労働力価値一般」という理論的設定
を無意味なものにするであろう．
　ところで下山氏は男女にかんしても，特定職種内で「技能差」によって二つのばあいを想定した
のと似かよった立場をとるのである．
　氏は一方では，職種内で単一の市場が成立するばあい，労働力の価値は「さしあたり男女通じて
の平均価値なのである」(172頁）とのべながら，他方では，職種内で「もし価格か男女で複層的に
形成されるとしたならば男女共通の平均価値を考えるのは，単なる算術でしかなくなる」(172頁）と
のべ，また「まったく同じ労働をなしていながら，……男子と女子の賃金較差か恒常的に維持され
ているとき，同一具体的有用労働の市場が……男子市場と女子市場とに分裂しており，労働力価値
はそれぞれの市場で別に形成される」･(197頁）と論じている．
　前者のばあいには，特定職種に単一の労働市場，単一の労働力の価値（もともと「単一の」という
形容は不必要なのだが,下山氏を批判するためにはそう書きくわえざるをえない）が成立するのであるから，
　「技能差」のはあいに複数の労働力の価値が成立したのとはちがい，ここでは職種内で男女賃金格
差がうまれないことになっている．後者のはあいには，特定職種に性別の複数の労働市場か成立
し，男女それぞれの複数の労働力の価値か成立することになる．
　氏のように二つのばあいを考えねばならないであろうか．
　簡単労働市場を例にとり男女別賃金をみよう．
　その市場では男が支配的であるので，そこで成立する労働力の価値は男の労働力の個別価値に規
制される．ここに男女同一労働同一賃金の原則の客観的な根拠があり，男女労働力がその価値にひ
としい現実の販売価格をもつとき，その原則はまもられたことになる．
　しかし，このように価値が成立しても，販売競争のなかで女はその労働力の個別価値によって自
己の労働力を販売するようになる．
　この販売上の競争価格を個別価値とよんでもよいが，そうしなかったのはつぎの理由による．ひ
とつは，単純にそれを個別価値とよぶならば，労働力の価値が成立する以前のそれと混同されるお
それかおる．もし労働力の価値が成立しなければ資本主義が成立していないことになる．
　もうひとつは，一般商品であれば生産力の向上によっていずれは低い個別価値に価値か一致する
ことになるか，労働力にあっては，生産力の向上は生活資料の価値の低下をつうじて労働力の価値
を低下させるだけで,‾それは家族扶養の義務という歴史的社会的条件と男が女に転化できないとい
う自然的条件をとりのぞくものではないノしかも労働力にあっては，じつは，そのような低い個別
価値が価値に回帰するのである．こうしたことから，販売あるいは競争価格とよんだのである．
　簡単労働市場における男女賃金格差はこのようにしてうまれるのであり，男女賃金は平均すれば
労働力の価値以下にあり，したがってそれは低賃金構造でありながら，そのなかで男の賃金は女の
それにくらべて相対的に高い賃金といえよう.･
　しかも女は，低賃金の面で労働力販売上有利であるため，男の賃金はそれの作用をうけて労働力
の価値以下にさがる傾向をもつ．
　簡単労働でも職種によっては，男あるいは女のみによ’つて，あるいは男女双方によって構成され
るものかあるが，それぞれの職種では一般市場で成立する性別の労働力の販売価格によって労働力
を調達することになる．　　　’
　ところで簡単労働職種のなかでも，たとえば「不名轡な」職種などにあっては，その労働力はか
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　なりの程度移動を制限されているので，そこでは職種別の労働力の市場価値か成立しているとみな
　してもよかろう．
　　このばあいには，労働力の市場価値は，その職種別市場で支配的な性別労働力の個別価値によっ
　て規制されるであろう．ただし，職種によっては，たとい男が支配的であっても，低い個別価値か
　労働力の市場価値を規制することがあろう．
　　職種別市場での労働力の市場価値の成立は，その職種内での同一労働同一賃金の客観的な根拠と
　なるが，しかし，それか同一労働同一賃金の原則に合致するか，いなか，はさらに検討を要する．
　　たとえば特定の簡単労働職種で労働力の市場価値が男の労働力の個別価値に一致するとき，他の
　簡単労働との比較での同一労働同―賃金の原則の根拠かあたえられたことになる．ただし，このば
　あいには，販売競争のなかで女の労働力の販売価格がうまれることがあり，そうなれば同種労働内
　の同一賃金すらも実現されない．
　　また，たとえば特定の職種で労働力め市場価値か女の労働力の個別価値に一致するとき，その市
　場価値は異種労働間の差別賃金の根拠となる．このばあいは，抽象的には，男の労働力は市場価値
　をこえる競争価格をもちえないので，その職種内では同一賃金である．
　　つまり特定の簡単労働職種の労働力の市場価値は簡単労働力の価値から背離しうるのであって，
　このことがあえて職種別労働力の市場価値をのべねばならぬ理由ともなっている．この点について
　もうすこし考えてみよう．
　　一般商品のばあいはそのような背離そのものを問題にする必要はなかろうか，労働力のはあいは
　生産力の向上かあっても，それは主として生活資料の価値の低下の面での労働力の価値の低下をも
　たらすだけで，女の労働者がふえるとしても，男は扶養の義務を失うことはない．したがって女性
　が支配的な職種の労働力の市場価値の水準に簡単労働力の価値が低下することはない．逆に，労働
　力の価値規定からあきらかなように，簡単労働力の価値にむかって特定職種の労働力の市場価値が
　吸引されるのである．もちろん，女が男に転化する道はないので，現実には労働者階級の力が労働
　力の販売合戦を阻止するとき，簡単労働力の価値の存在を証明することになるが，簡単労働職種間
　の同―賃金の原則の実現の可能性は，本来，それらのありだで労働力の移動が自由であることによ
　って，あたえられている．
　　複部労働職種における男女の賃金についてもおなじように考えることかできよう．
　　たとえば，その職種の労働市場で女が支配的なとき，女の労働力の個別価値（熟練育成費をふくむ）
　がその職種の労働力の市場価値を規制するであろう．この市場価値は，おなじ複雑度の，男が支配
　的な職種の労働力の価値，つまり抽象的な複雑労働力の価値にくらべて小さいであろう．
　　このばあいは複雑職種相互間の労働力移動はきわめて困難であるので，職種間の労働力移勁の自
　由という一般条件のうえに同一労働同一賃金の原則の根拠をみいだすことはできない．そうではな
　くて，簡単労働力の価値がすでに成立しているので，そ群と育成費とり）関係で，その職種の労働力
　の市場価値は根本的に規制されていることになる．，．
　　このようにみるならば，男女賃金についても下山氏のごとく二つのはあいを想定する論理的必然
　性は存しないといわねばならない．
　　とくに，職種内で複数の労働力の価値をみとめること自体があやまりであることは，賃金論争上
　すでにあきらかにされていることでもある．
　　しかも，氏は，男女賃金格差か「恒常的に」維持されるとき，性別労働市場を想定する．なるほ
　ど現実には労働力の需給関係は賃金のひくい女の労働力にたいして特殊なあらわれ方をしめすが，
‘それは女の労働市場なるものを抽象理論上の用語にまで高めるものではない．というのはこのぱあ
　いの相対的に特殊な需給関係は，むしろ逆に，労働力の市場と価艦が単一のものとして成立してい
　ることを前提にしているからである．
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　下山氏は，職種別労働市場をさらに性別労働市場によって細分し，そのひとつひとつで労働力の
価値の成立を論ずるのであるが，労働力の価値の成立がもつ意味は決定的に重大であり，その概念
が乱用されるべきでないことはいうまでもなかろう．
　さらに，職種内での単Ｔの労働力の価値の成立から，複数の労働力の価値の成立への移行につい
ては，氏は，女の労働力め個別価値か価値を規制するということを一般論にまで高めようとつとめ
ている(172頁）のであるから，きわめて多くの職種でそのような事情がみられることになる．こう
して形成される女の賃金は，下山氏の説では，女性労働市場をつくりだし，それがふたたび職種内
にもちこまれて，複数の労働力の価値の成立をもたらすのであろうか．
　いずれにしろ，性別労働市場が社会的規模にまで拡大される（198－199頁参照）とすれば，それと
労働市場一般および職種別市場とのいずれが理論上基底的であるかが，再検討されねばなるまい．
　下山氏のこのような考えは，社会的平均としての簡単労働力の価値そのものを安易に低下させる
ことになるが，それがまた氏の理論の全休をつらぬく骨子にもなっているようである．
-
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　つぎに下山氏の年功（序列）賃金についての理論をみよう．
　氏は「年令の増大に応じて技能（Ａ線）の伸長がないのに賃金（Ｂ線）が逐年上昇する場合」(212
頁）をつぎのＳ３図にえがく.
,氏は「もっとも現実的な労働市場構造は年
令別に区分されたそれであり，したがって労
働力価値は各年令層の平均的再生産費を示し
たＣ線と一致する」(212頁）という．したが
って労働力の価値をしめすＣ線は「年令別の
異なった市場価値を逐次つらねた」(212頁）も
のである．
　つまり，さきのＳ１図では単一･労働市場で
の複数の労働力の価値がえがかれたが，この
図では年令別の複数の労働市場で成立する複
数の労働力の価値がえがかれ七いる．
　職種内での複数の労働市場と複数の労働力
の価値の成立について，もういちど，氏の叙
述をみよう．氏はいう．「……資本蓄積の過
Ｙ
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Ｙ
Ａ
Ｂ’
Ｂ
Ｃ
Ｘ 一心･年令
　　図．Ｓ３
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程でさらに同種の有用労働市場も複層化している．資本は総体としての搾取率を高めるために労働
者の競争を特殊的に制限する．たとえば企業内で特定グループの労働者については別の賃率を適用
したり，あるいは特殊な能率給をとったり年令差をつけたり，また社会的にみ七資本自体が複層化
するのに対応して，大企業労働者が相対的に優遇されたりしてくるわけである．しかもこのような
賃金差は大量的にみて無視し得るごとき部分的なものではなくて．社会的・機構的にそうしたもの
として形成されるのである．こうしたときは，同じ使用価値をもっていても，市場は別であり，市
場価値＝社会的価値として価値も別である．一つは賃金構造＝市場構造が逆に生産＝生活構造を変
えることにより，もう一つはもともと従来とはちがった個別価値を担って登場してくる労働力群に
ついて市場分断がなされることによってそうなるのである．まったく同じ労働をなしていながら，
本工と臨時工，あるいは男子と女子の賃金較差が恒常的に維持されているとき，同一具体的有用労
働の市場が本工市場と臨時工.市場，男子市場と女子市場とに分裂しており，労働力価値はそれぞれ
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の市場で別に形成される．資本は一方で相対的過剰人口の創出を，他方で種々の伝統的偏見を足場
にして労働者の統一闘争をさまたげ差別賃金政策を固持する」(196-197頁）と．
　この叙述は意味をとりにくいのであるが，氏が賃金格差による労働市場の細分とそれぞれの労働
力の価値の成立を，しかも職種のなかで，みとめていることは否定できない．そこではもはや労働
力の価値は仮定にもなりえない．
　いったい年功賃金はどのようにして成立するのか．
　それの解明には男女賃金にかんする理論をもちいることができる．すなわち，男の労働力の個別
価値と女のそれに，標準家族をもつ成年男子の労働力の個別価値と単身者のそれとをあてはめれば
よい．ただし，高年令層の労働力の個別価値は逆に小さくなるであ,ろう．
　これらの労働力のうち標準家族（標準家族というとき家族成員数だけでなく，子弟の教育費なども考慮に
いれねばならぬ）をもつ成年男子が簡単労働市場で支配的であり，そのためにその労働力の個別価値
が簡単労働力の価値を規制する．
　下山氏の図の労働力の価値をしめすＣ線はしたがってＸ軸に平行でなければならぬ．
　ひとたび労働力の価値が成立すると，それにもとづく単一の賃金が可能になり，ここに同一労働
同一賃金の原則の客観的根拠かある．
　しかし，労働力販売上.の競争がゆるされるならば，それぞれの労働力はその年令別の個別価値に
依拠して販売されるようになり，ここに年功賃金がうまれる．ただし標準をこえる家族をもつ労働
者は，労働力の価値をこえる競争価格をもつことはできない．また高年令層は労働力の個別価値か
小さいので，下山氏の図にみられるような青天井式の年功賃金は一般図としては不適当であろう．
　こうして年功賃金は，たん,なる資本の恣憲によってうまれるのではなく，労働市場にその原型を
もち，かつ労働力価値をその上限となす，低賃金柑造である．そうして年功賃金の下限は単身者の
労働力の個別価値にあり，かれらにとっては年功賃金は相対的に高い賃金を意味する．
　もちろん，現実の年功賃金は，はげしい労働力の販売競争のために変化し，そのためにその上限
が労働力の価値に達しないこともありうる．他方でわが国のごとく単身者の生活費をきりさげうる
条件のあるところでは，初任給はいっそう低下する．したがって年功賃金はさらに労働力の価値を
下まわる傾向をもつであろう．
　年功賃金と労働力の価値との関係，とくに後者への前者の再統一の機構は，単身者か標準家族を
もつようになるという点で，男女別賃金のはあいよりもわかりやすい．もちろん，現実に同一労働
同一賃金の原則を実現するためには労働力の年令別の販売競争を阻止しなければならない．
　年功賃金が小きざみの勤続給と似ているのは，年少労働者がしだいに年長者になってゆくこと，
および健全な労働力を確保しようとする企業の政策と，関係があるようである．
　ただし，勤続給的要素としての定期昇給はｰ一般的には技能の上昇と一致しないものであり，した
がって本来の勤続給体系か労働力の価値以上にくみたてられるのに反して，これは初任給のうえ
に，すなわち労働力の価値以下にくみたてられる．
　下山氏は，労働組合か「賃金の極大化をめざしてある時は価値以上の，ある時は価値以下の賃金
を獲得し，長期的には価値と価格は一致する．また労働組合がなくとも，別の様式で価値と価格は
一致する」(101頁）とのべているが，なるほど目にみえない労働力の価値をめざして闘争するもの
はなかろうが，しかし，長期的には価値と価格は背離するであろう．
　ところで氏は，さきの図で「現実の労働組合の賃金政策の目標は大づかみにいって，Ｂ→Ｂ´と
いう方向におかれている」(212頁）というが，はたしてそのような線がひけるであろうか．
　年功賃金は労働力の価値に限定されているだけでなく，労働力の需給関係は賃金がひくく，一般
に品質のよい若年労働力につよくあらわれるので，初任給水準が大巾にあがっても，年長者の賃金
はそうはいくまい．そのような平行線がえがけるのは，年功賃金があまりにも労働力の価値からは
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なれているか，または物価上昇に年功賃金の上昇がおいつけないばあいにかぎられる．
　年功賃金と熟練との関係はどうか．
　まず簡単労働職極め内部での賃金の熟練格差をみよう．
　年功賃金は簡単労働力の価値以下にくみたてられるのであるが，それと初任給とのひらきは異常
に大きい．それにたいして本来ならば労働力の価値以上にくみたてられるはずの賃金の熟練格差
は，年功賃金のはあいは初任給のうえにうまれる．しかも賃金の熟練格差は技術の進歩で小さいも
のになっており，そのうえ熟練は年令とちかっていずれは低下するのであるから，結局，賃金の熟
練格差は年令別賃金格差によって再調整されざるをえない．　　　　　　　　　　　　　　犬
　年功賃金をうみだす法則は労働力の価値法則である．労働力の価値法則は価値の水準での同一労
働同一賃金をその本質とするが，現象面では差別賃金をとおして同一賃金をうみだす．それにたい
して同種内の熟練による賃金の変動はいわゆる労働の価格の運動のなかでうまれる．しかし，労働
の価格の運動もまた労働力の価値法財によって根本的に規制されることはいうまでもない．
　つぎに職種間の賃金の熟練格差と年功賃金との関係をみよう．
　職種間の熟練のひらきは現在では大きくない．また職種内で標準賃率を確立しえない労働者の力
では，同時に，職種間の賃金の熟練格差をうちたてることはできない．さらに企業内の技能養成制
度が確立しているところでは育成費にたいする労働者の関心はひくいであろう．これらの事情のた
め職種間の賃金の熟練格差は小さくなっている．
　そのため複部労働職?の賃金すらも簡単労働力の年令別価格差,によって再調整されることにな
り，ここに「通し号俸」制がうまれるのである．
　しかし簡単・複雑労働力の価値は，年功賃金にあっても，根本的な力をもってつらぬくのであっ
て，そこに職種別賃金と年功賃金の結合がうまれるのであるが，もちろん，多くの職種にあっては
労働力の価値以下に賃金がく’みたてられるであろう．
　さらに年功賃金は企業規位によってそiの形態をかえるので．それと企業間賃金格差との関係がと
われねばならぬ．
　下山氏によれば当然，労働市場は「資本規模」(182頁）によっても細分されることになるが，こ
のような見解は労働の価格の運動についての究明の不充分さから生ずる.
　　「資本論」での労働の価格の運動を企業間の労働者に適用すればよい．つま･り，職種の労働市場
は単一のものであり，そこに労働力の市場価値が成立するか，一般論としてはその価値は平均企業
で払われること,になろう．そうして平均をこえる企業では労働力の価値をこえる賃金がみられるで
あろう．にのさいに上述のいわゆる労働の価格法則の派生的現象が問題になる.）
　これらの事情はいうまでもなく企業間の労働力移動の相対的制限のうえにうまれる，したがって
その制限が大きければ大企業で.の低賃金もみられるのである．また過剰資本か過剰労働力とむすび
ついてうまれる小企業では労働力の価値に達しない賃金がみられよう.
　年功賃金を考慮にいれるな･ら,ばつぎ･のよう,になる．平均企業では抽象的,には年令別の労働力の個
別価値,にもとづぐ販売価格がまもられる．大企業では労働力の価値をこえる賃金もみ,られようが／
初任給は他企業と似,かよっ,た水準にあるため，年令別賃金格差はひろがるであろう．小企業では初
任給水準に年功賃金が圧縮される．本来企業間の労働力移勁が自由であるという一般条件，および
現実の諸条件によって.企業間賃金格差をつうじて年功賃金は労働力の価値以下にますます低下す
るであろうし，そのために年功賃金の典型は平均企業で,はなくて大企業,にみられるのであるが，圧
倒的多数の労働者か単身者なみ,の賃金をう･けとるようなことは生じえないi
　ま,た，年功賃金がもたらす賃金,の全般的低下傾向が，企業間賃金格差によって，大企支にみられ
るように，救済されると判断するのはあやまりである．年功賃金か労働力の価値に規制されるとい
うことが．たまたま大企業の賃金を中心に看取できるということである．
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　下山氏のいうように年令別労働市場がうまれるのであれば，比較的高年令層にあっても賃金の企
業間格差はもっと小さいものでなければならない．そうして初任給水準で企業間格差が小さいの
は，それか単身者の生活費に限定されること（といっても初任辿か年功賃金を規心するのではない），お
よび時期的に新規学卒者にたいして相対的に特殊な需給関係かうまれるからである．
　下山氏によれば，年令別の「恒常的」力賃金格差が年令別労働市場をうみだすことになろうが，
抽象的には，企業間の労働力移勁の相対的制限が大企業に典型的な年功賃金を成立させるのであ
る．労働力移動の相対的制限の条件としては企業内の福利厚生施設もそのひとつであろう．退職金
は年功賃金の延長というよりもむしろ，年功賃金の成立を可能にするものかもしれない．本工・臨
時工という雇用形態も．景気の浮沈による労働力移動を臨時工に課することによって，本工に年功
賃金をもたらすのにやくだつ．（下山氏によれば本工・臨時工市場がうまれる.）とくに企業別組合は組
合員の資格・諸権利を企業内にとどめるために，労働力の移動をさまたげるし，企業間賃金格差と
年功賃金の双方の成立に貢献する．失業の恐怖も同様の効果をもつ．
　下山氏にあっては年功賃金の理論はまだ完成されていないようであるか．労働市場の無限の細分
からなにがえられるであろうか．
　ところで，具体的有用労働の種類にはじまる一連の要因によって労働市場を細分してきた下山氏
は，職務給にかんしてはいくらか慎重になって，つぎのようにいう．「職種の職務への分解・昇進
制度の確立という事態のもとでは，労働力価値の構造はどう考えたらよいであろうか．この場合，
労働者はかれの職業的生涯のなかで細分化された具体的有用労働の系列をたどってゆく．かれの生
涯賃金については，右に述べた職種別賃金決定のメカニズムが応用できる．問題は，勤続・経験・
年令の蓄積とともに，職務の変化・賃率の変化があることである．この各職務の賃率はいかにして
決定されるか．職務の序列・昇進の経路と速度は，資本の労務管理政策のもとでさまざまに編成さ
れる．しかし社会的・大蛍的にみれば勤続・経験・年令と賃金との一定の相関関係が成立する．そ
うした賃金の趨勢と労働力価値はいかに関連するのかという問題である．これには，賃率が同一か
ほぽ近似している職務群ごとに労働市場が成立し，それぞれに価値形成か行なわれるとみるべきで
あろう」(210頁）と．
　なにがゆえに氏は「職務群」ごとに労働市場力勾戊立し，職務ごとにそれか成立しないというの
か．これでは氏のこれまでの，具体的労働の種類による市場の分割という説に反しているではない
か.
　　「資本の労務管理政策」のため職務がうまれるので，職務別市場を想定しえないというのであれ
ば，「職種の職務への分解」も資本の「労務管理政策」によるというのであろうか．
　しかも，下山氏がここにいう職務群は労働者が年令と･ともに職務をかえることを前提にしてお
り，その意味では「通し号俸」制の再編成，いわゆる日本的職務給を前提にしている．
　そうしてまた，「賃率が同－かほぽ近似している職務群ごとに労働市場が成立」するというが，
なるほど現実の職務評価ではそうした賃率の近似性は参考にはされるが，しかしそれはむしろ職務
給本来の精神に反するのである．そうしてここでもまた賃金か労働市場と労働力の価値を成立させ
ているのであるが，これでは同一「賃金」同一賃金であって，いまさら同一労働同一賃金の原則を
いう必要もなかろう．　　　　　　　　　　　　　　‥
　いうまでもなく「職種の職務への分解」の段階では多くの職務給は労働の価格法則によって解明
できる，つまり，多くの職務は職務別労働市場や労働力の市場価値を成立させはしない．
　もともと移動の自由な同一市場に属する労働者か，職務という具体的労働のちがいや，工場内分
業が必然化する定員制や昇進制によって移勁を相対的に制限されるために，職務給がうまれうるの
である．
　しかもこの段階では労働力はつねにより高度な，あるいは賃金の高い職務へ自由に移動できる態
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勢にあり，このことが職務給をして刺激給たらしめるのである．そうしてまたこの移動の自由か職
務をこえた同一労働同―賃金の原則の確立のための客観的根拠ともな,るのである．
　下山氏の見解では，労働者は「職業的生涯のなかで」職務を昇進してゆくことになっているが，
現実にはこのような年功昇進の道はとざされつつある．そのため日本的職務給よりもむしろ職務給
そのものにたいする態度をまずきめるべきであろう．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
　さいごに同一労働同―賃金の原則をめぐる下山氏の見解をみよう．
　はじめに，下山氏にあっては，労働の価格の法則か問題にならないのであるから，その法則から
生ずる同一労働同一賃金の原則の具体的な諸問題は問題にされていないことを，ことわっておきた
い.べじつはその原則の具体的適用の理論上の諸問題のおもしろさはここにあるのだがｰ.）
　まず異種労働間のその原則についてみよう．
　氏は職種別「労働市場相互はだかいに越えがたい断層をなしているわけではない．……竹i場相互
は流動的である」(190頁）ことをみとめ，「完全競争下においては……異種労働間の賃率の比率はリ
ーズナブルなものとなる」(193頁）という．そうして「事実のうえでは……自由競争の阻害が資本
蓄積の過程で当然うみだされてくる産業予備軍の存在を前提としておこってくるものならば,‘社会
主義こそが広い意味での同一労働同一賃金原則を完全実現せしめるのである」(199頁）という．
　ここでは「完全競争」「自由競争」という言葉の不用意な使用に難点があるが，それにこだわら
ずに氏の実例をみよう．
　氏はいう．「たとえばいま部門ＡＢＣかおり，Ａは男子市場，Ｃは女子市場，Ｂは男子市場と女
子市場とに分断されており，かつＡＢの男子市場相互，ＢＣの女子市場相互はかなり流動的だとし
よう．このときＡとＣとの間の賃率差が労働力の使用価値に対応してないとき，Ｂでの同一労働同
一賃金は容易に実現されない．部門Ｂで同一労働同一賃金の原則か実現されてくるのはＡＣ間の差
別賃金の問題の解決と並行してのみである」(198―199頁）と．
　この叙述は，さきにもたれた疑問，職種別市場と男女別市場のいずれが理論上基底的であるかと
いうそれと，関係がある．現実には「部門Ｂ」での同一労働同一賃金の実現が先行しうるで･あろ
う．氏のように考えるならば年功賃金を克服する手がかりはなくなるであろう．
　そうして「労働市場相互はたかいに越えがたい断層をなしているわけではない」ことが，職種間
の同一労働同一賃金の原則の実現の可能性をあたえるのであって，問題は労働力の安売り競争の防
止にかかってくる．
　同種労働内の同一労働同一賃金の原則については，氏はつぎのようにいう．「資本の差別賃金政
策か成功し労働組合の同一労働同一賃金闘争かうまくゆかない間は，使用価値が同じでも，市場は
別個に形成され価格も別個に形成されるという機構が社会的にできあがり，そこでは市場価値も別
に形成される．しかし……TI了場を二分するというこうした操作はあくまで相対的なものであり，こ
れと重合して共通の市場および市場価値かあり，.価格の均等化作用が行なわれている．ただこの後
のメカニズムは現実化・顕在化しないほど弱められているので，区分された両者の再生産費を共通
に平均した市場価値は，より現実から遠くなるというだけである」(211頁）と．
　下山氏によれば’「組合か差別賃金政策に反対する闘争を組みそれが成功すれば，そのことによっ
て労働市場は統一化され，労働市場構造は変化する」(206頁）ことになる．そこで氏によれば「同
一労働同一賃金の闘争は，まず，何よりもこの錯綜・分化した市場構造＝労働力価値構造を，同一
有用労働支出の場合は同一の賃率適用という形での単純な市場構造にくみかえ」(182頁）ることに
ある．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀
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　労働市場の無原則的細分化ついては，それがあやまりであることをすでにのべたが，労働組合は
客観的に形成される労働市場を「統一化」したり，その「市場構造」をかえたりすることはできな
いであろう．労働組合が同一労働同一賃金の原則を実現して労働市場を統一するのではなく，統一
された労働市場があって，そこで労働力の価値が成立しているから，その原則を確立しうるので
ある．氏の説はあきらかに賃金勢力説である．
　このようにみるならば氏の労働力の価値についての理解に疑問をかんぜざるをえなくなる．
　労働力の価値のもっとも抽象的な規定にあっても，それが生産関係の表現であるかぎり，階級闘
争による価値の変動は考慮される．氏もいうように「労働力の価値は賃金を規制するが，逆に賃金
によって生活資料を購入しそれで労働力が再生産されるかぎり，労働力の価値は，賃金の変動を通
じて，変勁してゆく.」(140頁）
　もちろん，こうしたととは長期大量にかんしていえるのであるが，氏はむしろ短期小量にかんし
てそのようにのべている．たとえば氏は「クチンスキーにおいては，･……一時斯だけに労働者の手
に入った生活物資は，伝統とはならないのだから，労働力の価値に入りこまないと述べている．し
かしこれも誤りであろう．労働力価値は，そのかぎりで，一時的に上昇したとせねばならない」
　(141頁）といっている．また，これまで引用してきた氏の図からもそうした立場をよみとることが
できよう．ここにも賃仝勢力説がみられる．
　これでは氏のいう　F長期的には価値と価格は一致する」（101頁）という言葉は，短期的に価格に
価値は一致する，と訂正されねばなるまい．もう’いちど「労働力の価値と価格との相互規定の関連
でいずれが端緒であり基底であるかを認識する必要かあろう.」(r26頁）
　賃金による労働市場と労働力の価値の規定を論ずる氏は，「かりに労働市場一般というも･のを考
えるとすれば，……ﾀj’極力価値総量は，資本家の個人的消費を考慮しなければ結果的には消費財生
産部門＝第二部門に投ぜられる総労働量と対応しているの懲ある．商品価値はこ･のようなものとし
て実体的･に規定され」(125頁）るとのべる．しかしここでいう「労働力価値総量」は，労働力の価
値以下･に低下した賃企の総額とおきかえることもできよう．
　こうして，下山氏は労働力の価値を労働者の「消費欲望に･転化させ」(119頁）ることにつよく反
対する．
　いうまでもなく，一般に経済学上の欲望とは鵬買力をともなうそれでなければならず，抽象的に
は労働力の価値はそのような欲望とむすびついている．しかし，主として産業予備軍のために少数
の労働者の欲望が充分な錆買力によって裏づけられているにすぎず，ここに労働力の価値の特殊な
性格かみヽられるのであって，年功賃金も例外ではない．
　しかも労働者の消費欲望は現象的にはたんなる消費熱にうかされたものであっても．客観的,には
社会的に平均的な質と量の劣働をなしうるような品質の労鋤力を販売するための不可欠の条件にな
っでいるのである．
　男女差別賃金をとおしてこの鋼題を考えてみよう．
　まず男ばかりの職種で同一労働同一賃金の原則のもとに労働力の価ｲ直どおりの賃金がえられるば
あい，賃金そのも･のにかんしては全労働者は競争上平等な立場にあ名．
　しかし，一般には完全な同一労働はありえない．
　完全な同一労働がなく，しかもより質の高い労働，より量の大きい労働にかんして労働者が競争
するな･らは，若い男は自然に年長労働者よりも品質のよい労働力をもつばあいか多く，’かつ扶養家
族をもつもめよりも多くの金額をかれ自身の労働力の日々の再生産についやすことができるので．
いっそう品質のよい労働力を再生産して，その而で競争上有利な立場におかれることになる．（この
ことがかれらにとって莫の有利ではないことは，労働の価格の理論がしめしている.）年長の労働者がこの面
で若い労働者と競争するならば，失業のおそれがあろう．
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　つぎ記同じ職種で男女がともに働いているとき，抽象的には男は労働力の価値を，女は単身者の
生活費にみあうものを賃金としてうけとる，賃金の面では労働力販売競争のなかで女は有利であ
る．
　しかし完全な同一労働かまもられないときにはつぎのような問題がおこる．たとえば扶養家族を
もつ女は自分の労働力の再生産費を節約しなければならず，また扶養家族をもたぬ女は，独身の男
が労働力の価値で自己の労働力を再生産するのにたいして，一人分の生活費で自己の労働力を再生
産する．いずれのばあいにあっても，労働力の自然的相違とあいまって，労働力の品質の面で，女
は労働力販売上不利である．もし職種が要求する労働力の平均的品質がたかめられるならば，女は
失業するであろう．
　したがって，労働力の自然的条件を別にすれば，労働力の価値をうることか労働力販売上の条件
になるのである．ここか･ら労働力の価値がたんなる「理想」や「消費欲望」でないことがあきらか
になるであろう．
　生産力向上のなかでもたらされる生活資料の範囲の増大と集団生活・集団労働は労働者の欲望を
向上させ･るが，そのなかで平均的生活状態が労働力の品質をまもるための，したがって労働力を販
売するための不可欠の条件となるのであって，これは農民などの欲望との本質的心ちがいである.
　（年功賃金についてはやや事情かちかってくるか，紙数のつごうで後日にのべたい.）
　下山氏は労働力の価値が「理想」や「欲望」でないことを強調しながら，一転して，それが現実
には「だよりないものだ」ときめこんでしまう．氏はいう．「たとえば欧米では印刷工は熟練工と
してそうとう高い賃率であるが，日本ではそうではない．それは日本では本当に価値どおりに支払
われていないからではない．日本印刷業における歴史的な労使関係のなかで相対的な低賃金（はじ
めは価値以下の賃金）の支配が許容され，印刷工労働力のウデはいかにりっぱであっても，そのウデ
をつくるのに……安上りの生活を送るようになって，再生産費が低下してきてしまったのである．
ある有用物をつくるためのコストの低下を経済学では価値の低下という．かくて使用価値としては
他の職種の労働力との関係は変わらずとも，商品価値としては相対的に低下してしまった．労働力
価値とは現実世界ではこうしたたよりないものだということを理解するほうが，実践的に有効なの
ではないだろうか」(215―216頁）と．
　はたしてそうであろうか．「現実世界」の年功賃金はわが国の労働力の価値かきわめて大きいこ
とをしめしている．欧米では生産力か高く，そのため労働力の価ｲ直が大きく，それにみあうとこ今
に標準賃率がえられている．アジア・アフリカ諸国では生産力がひくいために労働力の価値が小さ
く，それにみあうところに標準賃率かうまれている．そうしてわが国では欧米なみに生産力か高
く，労働力の価値が大きいにもかかわらず，明治以来伝統的に賃金の全般的低下傾向かつよく，こ
の両者をむすぶものとして年功賃金がうまれたのである．
　そうして賃金が労働力の価値に転化すると考える下山氏にあっては，「絶対的窮乏化は，相対的
窮乏化とならぶ概念ではない．……それ自体広汎な内容をもつ窮乏化か資本主義においては絶対的
な法則として貫徹するのである．「絶対的な窮乏化」ではなくて，「窮乏化か絶対的」なのだ」(136
頁）ということになる．
　しかし，絶対的窮乏化の「絶対的」とは，理論的に先行する概念，相対的窮乏化の「相対的」に
たいするものであって，それは労働者階級「そのものとして」という意味をもつ．労働力の価値の
低下に絶対的窮乏化がみられることもあるか，一般的には，上昇した労働力の価値からはなれて賃
金か低下しているところに絶対的窮乏化かあるのである．
　下山氏はまたつぎのようにもいう．「プロレタリアートの窮乏化は，生産物のどれだけが資本へ，
どれだけがプロレタリアートヘ帰属するかという量的な問題以前に，すでに提起される．つまり，
生産＝労働が，他人のために，他人の統卒のもとでなされ，対象化された生産物は，すべていった
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ん他人のもとに所属するという資本制生産の様式そのものは，いかなる価格で労働力か売られるに
せよ，労働が本来人間にとってもつ積極的意義を埋没させてしまい，直接生産者が労働において，
創造的に自己を発展させ，自然対象をかれ自身の発展のために改造するというモメントは消滅して
しまう．これが，窮乏化の基礎である」(134―135頁）と．．
　しかし下山氏のいう「資本制生産の様式」は奴隷制社会にもあてはまるものである，労働力の
販売者として，形式的にせよ，ひとりの人格者としての自己をもつ労働者階級にあってこそ，「疎
外」が深刻な問題となり，そのことか経済面で窮乏化となってあらわれるのである．結婚の自由も
もちえなかった奴隷と労働者を混同すべきではないが，下山氏のいう「労働力価値丁はまさに奴隷
的なものである．氏の説には論理の奇妙な一貫性がある.．
　下山氏は，もっとも現実的な労働の価格の迎動にあやまれる理解をくわえたため，労働市場を労
働の価格差を生ずる諸要因によって細分するという手法で賃金を解明するべくこころみた．このあ
やまれる手法はついに労働力の価値にまでさかのぽって波及し，労働力の価値法則によって原理的
に解明しうる年功賃金を，氏のいう年令別労働力の価値によってとらえようとした．こうして氏の
いう「労働力価値」は常識上の一物一価に転落しただけでなく，氏はその批判してやまない賃金勢
力説をみずから積極的に展開したのである．
(昭和41年９月30日受理)
